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1. 2022年6月期第3四半期の連結業績（2021年7月1日～2022年3月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年6月期第3四半期 2,810 ― 395 14.7 588 4.7 489 19.3

2021年6月期第3四半期 4,750 5.5 345 42.9 561 76.7 410 64.3

（注）包括利益 2022年6月期第3四半期　　577百万円 （36.3％） 2021年6月期第3四半期　　423百万円 （114.9％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2022年6月期第3四半期 369.96 ―

2021年6月期第3四半期 310.23 ―

(注)第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しており、　2022年６月期第３四半期に係る各数値につ
いては、当該基準等を適用した後の数値となっております。なお、当該基準等の適用により大きな影響の生じる売上高は、対前年同四半期増減率を記載してお
りません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年6月期第3四半期 10,386 8,301 79.9 6,267.23

2021年6月期 9,760 7,781 79.7 5,875.97

（参考）自己資本 2022年6月期第3四半期 8,298百万円 2021年6月期 7,779百万円

(注)第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しており、2022年６月期第３四半期に係る各数値につ
いては、当該基準等を適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年6月期 ― 20.00 ― 21.00 41.00

2022年6月期 ― 22.00 ―

2022年6月期（予想） 23.00 45.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注)配当金の内訳

2022年６月期第２四半期末配当金　 普通配当　20円00銭　 創立60周年記念配当　２円00銭

2022年６月期期末配当金　 普通配当　21円00銭　 創立60周年記念配当　２円00銭



3. 2022年 6月期の連結業績予想（2021年 7月 1日～2022年 6月30日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,053 ― 550 21.7 739 0.8 534 18.1 403.31

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

第１四半期連結会計期間の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用しており、上記の連結業績予想については、当該基準等を
適用した後の数値となっております。なお、当該基準等の適用により大きな影響の生じる売上高は、増減率を記載しておりません。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年6月期3Q 1,355,000 株 2021年6月期 1,355,000 株

② 期末自己株式数 2022年6月期3Q 30,967 株 2021年6月期 30,967 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年6月期3Q 1,324,033 株 2021年6月期3Q 1,324,033 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料Ｐ２「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説
明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期（2022年１月１日～2022年３月31日）における世界経済は、米国では2020年10～12月期以来７四

半期ぶりに実質GDPがマイナスへ転じ、前年同期比1.4％減少しました。欧州EU27ヵ国の実質GDPは、鈍化したもの

の前年同期比0.2％増加しました。中国の実質GDPは前年同期比4.8％増加し、成長ペースが回復しています。

日本の実質GDPは、２四半期ぶりにマイナスに陥り前年同期比1.7％減少となりました。感染拡大が続く新型コ

ロナウイルスのオミクロン株は、２月10日頃には頭打ちとなりましたが、その後の減少ペースは鈍く、２月24日

に始まったロシアのウクライナ侵攻が、世界経済の新たなリスクとなっています。この様な状況の下、３月の景

気の基調判断は「持ち直しの動きが続いているものの、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が残る中で、

一部に弱さがみられる」に据え置かれました。

この間の当社グループを取り巻く事業環境は、当第３四半期に鉱工業生産が前年比減少しました。業種別では、

電子部品は増加したものの、自動車機器が減少しました。当社グループの受託額は、自動車機器業界、光学機器

業、電子部品業界ともに減少となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間（2021年７月１日～2022年３月31日）の当社グループ業績につきまして

は、売上高は2,810百万円、営業利益は395百万円(前年同期比14.7％増)、経常利益は588百万円(同4.7％増)、親

会社株主に帰属する四半期純利益は489百万円(同19.3％増)となりました。営業利益につきましては、当該期間の

売上高増加及び製品売上構成比率が変動したことを要因として前年同期比増益、そして経常利益、親会社株主に

帰属する四半期純利益につきましては、この期間の持分法による投資利益の増加などにより増益となっておりま

す。

なお、第１四半期連結会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月

31日）等を適用しております。これにより、当連結累計期間と比較対象となる前連結累計期間の収益認識基準が

異なるため、当第３四半期連結累計期間における売上高に関する説明は、前第３四半期連結累計期間と比較して

の増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。詳細は、後述の「２．四半期連結財務諸表及び

主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

（２）財政状態に関する説明

① 資産

当第３四半期連結会計期間末の資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ626百万円増加し、10,386

百万円(前期末比6.4％増)となりました。これは主に、有形固定資産381百万円の増加、関係会社出資金183百万

円の増加等によるものです。

② 負債

当第３四半期連結会計期間末の負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ106百万円増加し、2,085

百万円(前期末比5.4％増)となりました。これは主に、未払金532百万円の増加、支払手形及び買掛金415百万円

の減少等によるものです。

③ 純資産

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ519百万円増加し、

8,301百万円(前期末比6.7％増)となりました。これは主に、利益剰余金432百万円の増加、為替換算調整勘定82

百万円の増加等によるものです。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は79.9％(前連結会計年度末は79.7％)となりま

した。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の景気シナリオとしては、新型コロナウイルス感染と共生しながらの回復を想定しますが、感染が拡がる

度、活動制限によって回復にブレーキがかかり、感染拡大が一服すると再び持ち直すパターンが繰り返されると

考えます。

当社の第３四半期会計期間以降につきましては、供給制約の影響により総じて受注が不透明となり、加えてウ

クライナ情勢を受けて、不確実な業況が続くことが予測されます。

現時点では2021年８月10日に公表いたしました業績予想について、特に変更はありませんが、今後様々な要因

により予想数値の修正を行う必要が生じた場合には、速やかに公表いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,913,442 4,982,685

受取手形及び売掛金 1,186,984 1,119,453

有価証券 ― 26,936

商品及び製品 61,184 38,667

仕掛品 37,375 17,714

原材料及び貯蔵品 145,081 123,485

その他 40,914 149,821

貸倒引当金 △3,994 △4,275

流動資産合計 6,380,989 6,454,488

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,176,656 2,201,649

減価償却累計額 △1,526,835 △1,577,442

建物及び構築物（純額） 649,820 624,207

機械装置及び運搬具 2,170,512 2,259,002

減価償却累計額 △1,885,800 △1,946,855

機械装置及び運搬具（純額） 284,711 312,146

工具、器具及び備品 281,579 310,421

減価償却累計額 △229,582 △243,139

工具、器具及び備品（純額） 51,997 67,281

土地 1,220,791 1,230,830

建設仮勘定 14,929 368,981

有形固定資産合計 2,222,250 2,603,446

無形固定資産

ソフトウエア 41,392 48,339

のれん 58,405 42,476

無形固定資産合計 99,798 90,816

投資その他の資産

投資有価証券 48,385 25,523

関係会社出資金 840,915 1,024,608

繰延税金資産 46,068 63,350

その他 121,821 124,170

投資その他の資産合計 1,057,190 1,237,652

固定資産合計 3,379,239 3,931,915

資産合計 9,760,228 10,386,404
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 592,615 176,662

短期借入金 100,000 100,000

１年内返済予定の長期借入金 308,200 317,200

未払金 86,606 619,457

未払費用 49,923 45,853

未払法人税等 132,155 33,973

賞与引当金 26,035 63,930

その他 87,780 89,424

流動負債合計 1,383,317 1,446,502

固定負債

長期借入金 285,300 317,900

退職給付に係る負債 181,901 198,750

長期未払金 123,288 120,131

その他 4,976 1,832

固定負債合計 595,466 638,614

負債合計 1,978,784 2,085,116

純資産の部

株主資本

資本金 375,956 375,956

資本剰余金 454,760 454,760

利益剰余金 6,835,999 7,268,490

自己株式 △11,567 △11,567

株主資本合計 7,655,149 8,087,639

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,060 6,762

為替換算調整勘定 120,766 203,623

その他の包括利益累計額合計 124,827 210,385

非支配株主持分 1,468 3,262

純資産合計 7,781,444 8,301,287

負債純資産合計 9,760,228 10,386,404
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年７月１日
　至 2021年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 4,750,726 2,810,826

売上原価 3,701,226 1,707,602

売上総利益 1,049,499 1,103,224

販売費及び一般管理費 704,434 707,582

営業利益 345,065 395,642

営業外収益

受取利息及び配当金 9,234 5,448

為替差益 17,257 28,786

持分法による投資利益 130,648 143,478

助成金収入 37,451 6,493

その他 24,587 11,826

営業外収益合計 219,180 196,034

営業外費用

支払利息 1,849 1,137

その他 480 2,078

営業外費用合計 2,329 3,215

経常利益 561,916 588,460

特別利益

固定資産売却益 72 213

国庫補助金 ― 1,000

特別利益合計 72 1,213

特別損失

固定資産売却損 ― 930

固定資産除却損 311 595

固定資産圧縮損 ― 1,000

特別損失合計 311 2,525

税金等調整前四半期純利益 561,677 587,148

法人税、住民税及び事業税 160,131 113,788

法人税等調整額 △10,000 △18,290

法人税等合計 150,131 95,497

四半期純利益 411,546 491,650

非支配株主に帰属する四半期純利益 787 1,810

親会社株主に帰属する四半期純利益 410,758 489,840
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年７月１日
　至 2021年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 411,546 491,650

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,547 2,701

為替換算調整勘定 16,947 3,562

持分法適用会社に対する持分相当額 △7,498 79,277

その他の包括利益合計 11,996 85,541

四半期包括利益 423,542 577,192

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 422,742 575,398

非支配株主に係る四半期包括利益 799 1,794
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　当会計基準の適用により、当第３四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に与える主な影響は以下のとおりで

す。

・製品販売取引

　ドライルーブ製品の販売について、従来、出荷時に収益を認識していた販売取引については、着荷時に収益を認

識する方法に変更しております。また、輸出取引については、貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した時に

収益を認識しております。この結果、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽

微であります。

・有償受給取引

　当社は顧客から原材料等を仕入れ、加工を行ったうえで当該顧客に販売する有償受給取引等において、従来は原

材料等の仕入価格を含めた対価の総額で収益を認識しておりましたが、原材料等の仕入価格を除いた対価の純額で

収益を認識しております。この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,119,186千円、売上原価は2,119,186

千円それぞれ減少しております。

　また、得意先から有償で支給される部品・原材料の期末棚卸高について、従来は「原材料及び貯蔵品」として、

または、「商品及び製品」「仕掛品」に含めて表示しておりましたが、流動資産の「その他」として表示しており

ます。この結果、流動資産の「その他」が85,416千円増加、「商品及び製品」が34,072千円減少、「仕掛品」が

13,092千円減少、「原材料及び貯蔵品」が38,251千円減少しております。

　さらに、得意先から有償で支給された部品・原材料に対する期末債務残高について、従来は「買掛金」として表

示しておりましたが、「未払金」として表示しております。この結果、「未払金」が399,798千円増加、「買掛

金」が399,798千円減少しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法に

より組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３

月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる

収益を分解した情報を記載しておりません。
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(時価の算定に関する会計基準)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。
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